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 研究要旨 

先行研究「長寿医療研究開発費 精神症状・行動異常（BPSD）を示す認知症患者の初期

対応の指針作成に関する研究（２２－６）」において「BPSD 初期対応ガイドライン」（注）

（以下、テキスト）を作成し、出版した。本研究ではそれを継承・発展させることを目的

に、一般病院、介護施設において、スタッフに対するテキストを用いた教育が、BPSD 初

期対応に有効であるかを検証する。対照をおいたエビデンスレベルの高い研究とする。 

2 年目にあたる今年度は、介護施設、急性期病院、介護支援専門員にたいする教育的介入

を行い、有効性を評価した。また、認知症ケア依存度と BPSDの関連について検討した。介

護施設に関しては、NPIの評価にて BPSDの改善が有意に認められた。介護スタッフの心理

的な変化は明らかではなかった。急性期病院では、有効性を直接に示す有意な結果は得ら

れなかった。介護支援専門員に対する客観的な評価としての有効性を示すことはできなか

ったが、「利用しやすいテキストである」という。評価が多かった。BPSDにおける妄想や異

常行動がみられることはケア依存度を全般的に低下させており、認知症高齢者の依存度が

単に ADLの影響だけでなく、BPSDの影響を受けていることが明らかになった。 

平成 27年度はより症例を増やし成果を公表する予定である（図．１）。 

 

注：服部英幸編：BPSD初期対応ガイドライン。ライフサイエンス、東京、2012 
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Ａ．研究目的 

 認知症に関する今後の方向性は、オレンジプランでも示されたとおり、身体疾患合併症

治療と地域での介護に重点が置かれている。過去に認知症治療の中心となっていた精神科

病院のみでは、対応できない時代となっている。一般病院および介護事業所等(施設・居宅)

のスタッフは行動・心理症状について、その特徴や機序等の知識を獲得するとともに、適

切な対応に関する知識・技能を高め、ケア、介護の専門性・質を向上させていくことが必

要である。そのためには、精神科等専門科の支援を受け、BPSD への適切な対応の実践等を

積み重ねていくことが求められる。 

 先行研究にて、一般病院、介護施設のスタッフに対する認知症 BPSD初期対応ガイドライ

ン（以下テキスト）を作成した。ただし、これまでの研究では、いくら良質の解説書を作

成しても理解してもらわないと患者、入所者への対応に変化が起きないとされている。本

研究では、一般病院、介護施設においてテキストを配布するだけでなく、実際に介入的教

育をおこなうことが BPSD対応の向上に有効であることを検証することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

ア．介護施設における有効性の検証（担当：福田、寺田、長屋、服部） 

１． 対象 

入所介護施設（介護老人保健施設・介護老人福祉施設・グループホーム）もしくは認知症

デイケアに勤務する介護スタッフ 

2．『BPSD初期対応ガイドライン』の配布および講義を行い、施行前と施行後それぞれ 1 ヶ

月の期間において調査（評価）項目の数値および状態を比較検討する。 

3. 調査（評価）項目 

①調査開始時点に、介護スタッフの年齢・性別・職種・経験年数・介護負担度・バーンア

ウト症状および入所者の介護依存度を調査する。 

②日本語版 Neuropsychiatric Inventory - Questionnaire (NPI-Q)の負担尺度(carer 

distress score) 

③日本語版バーンアウト尺度（Maslach Burnout Inventory；MBI） 

④入所者の介護依存度は日本語版ケア依存度スケール（Care Dependency Scale；CDS) 

⑤調査終了時点に、介護スタッフの介護負担度および入所者の介護依存度を調査する。「調

査終了時」とは、1）研究開始から 3 ヵ月が経過した時点、もしくは 2）NPI-Q で評価して

いる入所者が退所等で評価し得なくなった時点、を意味する。 

 

イ．急性期病院看護師に対する介入研究（担当：熊谷、鵜飼） 

1. 対象 

急性期病院一般病棟（内科、外科など）の看護師 
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2．方法 

 『BPSD 初期対応ガイドライン』の配布および講義を行い、施行前と施行後それぞれ 1 ヶ

月の期間において調査（評価）項目の数値および状態を比較検討する。 

3．調査（評価）項目 

介護スタッフの介護負担度を、Clinical Global Impressions-Improvement Scale（CGI-I)

および日本語版 Maslach Burnout Inventory（MBI）を用い、対象期間前後で評価・比較

する。調査期間中に入院となった認知症患者について、対症的に用いた向精神薬（頓服薬）

の種類と量、身体拘束の時間について調査する。 

 

ウ．介護支援専門員における有効性の検証（担当：橋本） 

1. 対象 

2014年2月の時点で、熊本県介護支援専門員協会熊本市支部に所属する介護支援専門員167

名のうち、本研究への参加に同意が得られた 74 名。 

2. 方法 

対象者全例に対して『BPSD初期対応ガイドライン』を配布した。配布時に、①認知症なら

びに BPSDについての医学的側面、②『BPSD初期対応ガイドライン』の使用方法、について

研修（2 時間程度）を実施。 

 郵送法にて配布した自己記入式質問票により評価した。 

3. 評価項目 

1） 主観的評価：『BPSD 初期対応ガイドライン』の使用頻度、有用性についての感想などを

質問表により調査した。質問内容を表 1 に示す。 

2） 客観的評価：研究期間内に施設入所もしくは認知症病棟に入院となった担当認知症患

者数を、介入前の半年間に入所・入院となった患者数と比較した。 

 

エ．BPSDとケア依存度の関連（担当：鈴木） 

1. 対象 

療養型病床群、老人福祉施設、グループホームの入居者で認知症と診断された高齢者、ま

たは認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上と評価されている高齢者 

2. 方法 

多施設の聞き取り調査 

3. 評価項目 

日本語版 Care dependency scale(CDS)を目的変数とし、ADL、NPI、MMSE、QOLDを説明変数

として解析した。 

 

C．研究結果 

介護施設の結果。介入群は 114 名、非介入群は 100 名から研究同意および参加が得られ
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た。このうち、主として評価尺度の記載漏れなどのため除外した対象を除いた介入群 90例、

非介入群 87 例（合計 177 例）を解析対象とした。 福田、長屋の中間報告によると、NPI

−Q で評価される介護負担感については、各群の前後比較において、非介入群では変化が認

められなかったが、介入群では有意に軽減していた。 

急性期病院の結果。ガイドラインの配布前後で看護の負担・内容ともに大きな違いは生

じなかった。 

介護支援専門員の結果。ガイドラインの有用性については、「とても役に立った」、「まず

まず役に立った」の感想が 95％を占めており、実際に使用した介護支援専門員のほとんど

はその有効性を実感していた。入院・入所の予防効果は有意ではなかった。 

CDSと BPSDの関連では、異常行動、妄想が低いことが CDSの総合評価を促進しているこ

とがわかった。 

 

D．考察と結論 

 介護施設においては、いまだ中間報告の段階であるが、本テキストをもちいた教育的介

入により介護施設における BPSDの介護レベルの向上が図られていることが統計的に示され

た。今後はさらに症例を増やしていく予定である。 

急性期病院では、有効性を直接に示す有意な結果は得られなかった。この原因として、

一般の急性期総合病院においては、その時々で入院患者の数や質（疾患の種類、患者の性

格など）が大きく異なり、今回の調査の結果はその偶然性に大きく影響されたと考えられ、

１か月間の調査期間（×２回）や６病棟の調査対象者数程度の規模の調査では、有効性を

証明するには不十分であったためと思われる。 

介護支援専門員に対する客観的な評価としての有効性を示すことはできなかった。有効

性の評価は難しいが、「利用しやすいテキストである」という。評価が多かった。より多く

の利用により患者・家族への対応力が向上することが望まれる。 

BPSDにおける妄想や異常行動がみられることはケア依存度を全般的に低下させており、

認知症高齢者の依存度が単に ADLの影響だけでなく、BPSDの影響を受けていることが明ら

かになった。 

上記のように、本研究において、少なくとも介護施設においては、BPSD初期対応の教育

的介入は効果があることが示唆された。急性期病院や介護支援員に対する評価は困難なこ

とが多く、客観的な結果を出すことは今のところできていない。今後の課題であるといえ

る。来年度は、さらに症例を集積し、結果を解析した後、公表をおこなう予定である。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 なし 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 

   なし 

 ２．実用新案登録 

   なし 

 ３．その他 

   なし 

 

 

 

 

図．1：本研究の年度予定 

介護施設、一般病院における認知症BPSD初期対応の効果検証に関
する研究(研究流れ図）

急性期病院における認知症BPSD初期

対応ガイドラインの効果検証（鵜飼、熊
谷）

介護施設における認知症BPSD初期対

応ガイドラインの効果検証（福田、長屋、
寺田、研究協力者吉田）
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